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ＣＭ方式の活用事例（足柄上合同庁舎本館新築事業）


事業概要


耐震機能が不⾜している県合同庁舎の耐震
事業名 ⾜柄上合同庁舎本館新築事業事業主体：神奈川県


耐震機能が不⾜している県合同庁舎の耐震
機能の確保と防災拠点機能の強化を⽬的に、
県の「緊急財政対策」の⼀環としてモデル
的に設計施⼯⼀括発注⽅式で実施している
庁舎建替事業


事業区分 庁舎建築事業
事業規模（事業費） 契約⾦額 約31.4億円（設計及び⼯事費：税込み）


発注⽅式 設計施⼯⼀括⽅式


事業規模
（⾯積等）


延べ床⾯積 8,881㎡ 地上5階
RC造


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
【設計施⼯ 括発注⽅式での要求⽔準の作成】 が⽀援 求⽔準書を作成 た上 総合


◎設計施⼯⼀括発注⽅式で事業を進める際の設計監理と適切なコスト評価


発注者【設計施⼯⼀括発注⽅式での要求⽔準の作成】
営繕部⾨として初めての設計施⼯⼀括発注⽅式
での発注であり、適正な要求⽔準書を作成し、
設計施⼯者を決定するノウハウが必要


設計施⼯者からのVE提案などを受け、予定⾦額を
下回る⼯事費での契約が実現


CMRが⽀援して要求⽔準書を作成した上で、総合
評価⽅式の⼀般競争⼊札を実施したところ「⼊札
不調」を回避し、⼯期に遅れをきたすことなく設
計施⼯者が決定


【設計施⼯⼀括発注時の適正コスト評価】


発注者
各種協議、
報告


基本設計監修
実施設計監修
建設監修


CMR


設計・施⼯者


【施⼯者特有の技術活⽤とVEによる⼯期短縮】
設計施⼯者が持つ独⾃技術を最⼤限活⽤して、


CMRが施⼯者から⼯期短縮に向けたVE提案を要
請・評価する仕組みを導⼊し、提案の現実性を評


下回る⼯事費での契約が実現
設計、施⼯に向けての更なるコスト縮減について
は現在検討中


設計施⼯⼀括⽅式の発注時に設計施⼯者からの
提案コストの妥当性やVE提案内容の適切な評価
が必要


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


⼯事担当


･･･


設計・監理担当


品質監理


 業務実施体制への取組
• 発注者として経験のない設計施⼯⼀括発注⽅式による
設計施⼯者選定のための要求⽔準書をCMRが作成、施
⼯者選定⽀援を実施


⼯期短縮効果を図る必要


【設計施⼯⼀括発注⽅式の評価】
般的な 設計施⼯ 括発注⽅式の特徴 メ


価した結果、約３ヵ⽉の⼯期短縮が⾒込まれる
最終的な⼯期短縮の実現および施⼯段階における
更なる⼯期短縮に向けて現在検討中


本事業を通じた「設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤に
よるコストの削減効果」をCMRが詳細にとりまと


：契約関係 ：情報の流れ
：H28.11以降実施予定部分


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


⼯者選定⽀援を実施。
• 設計施⼯段階での⼯事終了までの⼯事監理業務では、
CMRの定例会議への出席に加えて、現地確認も実施予
定。


⼀般的な、設計施⼯⼀括発注⽅式の特徴、メ
リット・デメリットを把握し、今後の他事業で
の採⽤の是⾮を検討するための判断材料の作成


よるコストの削減効果」をCMRが詳細にとりまと
めることで、具体事例として県内部で新たな発注
⽅式として情報が共有化


CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


• 発注者として経験のない設計施⼯⼀括発注⽅式の発注をするための要求⽔準書などの作
成、専⾨的な知識、経験を持つCMRの活⽤は効果的。


・契約期間：第1段階 平成26年11⽉から平成27年3⽉
第2段階 平成27年6⽉から平成30年3⽉(⼯事完了まで)


・発注⽅式：⼀般競争⼊札
・CMR：㈱ 三菱地所設計
・契約⾦額：65,397千円







【詳細】事業概要
神奈川県は「緊急財政対策」において、公共⼯事の発注⽅法も⾒直すこととし、その⼀環として「コスト縮


減」と「スピ ドアップ（⼯期短縮）」を図ることを⽬的に 施⼯者の独⾃技術が最⼤限活⽤することが期待減」と「スピードアップ（⼯期短縮）」を図ることを⽬的に、施⼯者の独⾃技術が最⼤限活⽤することが期待
される設計施⼯⼀括発注⽅式を試⾏することとした。本事業は地域の防災拠点として耐震上問題がある⾜柄上
合同庁舎本館を建て替える事業であり、設計施⼯⼀括発注⽅式のモデル事業としての役割を担う事業である。


緊急財政対策の中での本事業の位置づけ


神奈川県緊急財政対策（平成23年度から平成25年度）


県では、「当面の財源不足対策」と「中長期的展望の下に今後の政策課
題に着実に対応できる行財政基盤を確立すること」を目的として、平成24


緊急財政対策の中での本事業の位置づけ


年１月に「神奈川県緊急財政対策本部」を立ち上げ、外部の有識者によ
る意見をいただきながら全庁を挙げて取組みを推進してきました。
その結果、２年間で1,495億円の財源を確保することができたことから、
緊急財政対策本部は25年度末で解散しましたが、緊急財政対策で掲げ


た「県有施設」や「県単独補助金」見直しのロードマップの実現などの中
長期的課題は「行政改革推進本部」に引き継ぎ、引き続き不断の行財政
改革の中で着実な取組みを進めていきます。 完成予想図


工事概要（予定）
敷地面積：34,733㎡
延床面積： 8,881㎡
構造 ：５階建 RC造
工事費：約3,140,000千円（設計・監理及び工事費：税込み）
工期 ：30ヵ月


出典）⾜柄上合同庁舎本館新築⼯事 発注⽀援・監修業務委託仕様書
出典）神奈川県ホームページ 財政健全化に向けた取組み、


緊急財政対策の取組結果 平成26年2⽉7⽇ 神奈川県緊急財政対策本部







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果


• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果


• 設計施⼯⼀括発注⽅式における発注者要求
品質の実現


• 設計施⼯段階での品質チェック


• 設計施⼯⼀括発注⽅式における発注者要求
品質の実現


• 設計施⼯段階での品質チェック


• 発注仕様の要求⽔準書の作成と、応募者からの技
術提案内容のチェック


• 発注仕様の要求⽔準書の作成と、応募者からの技
術提案内容のチェック


• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施
⼯者を選定、基本設計が終了。


• 現段階（2016年2⽉）では品質が守られ
ている（発注者の認識）


• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施
⼯者を選定、基本設計が終了。


• 現段階（2016年2⽉）では品質が守られ
ている（発注者の認識）


 品質


スト
• 設計施⼯⼀括発注⽅式のメリットを⽣かし
たコストの削減


• 設計施⼯⼀括発注⽅式のメリットを⽣かし
たコストの削減


• 県が作成する公共積算結果と特殊⼯事の積算⽅法
の代替案の提⽰


• 県が作成する公共積算結果と特殊⼯事の積算⽅法
の代替案の提⽰


• 選定された設計施⼯者との契約⾦額は予
定額を下回っており、基本設計段階から
のコスト削減が実現


• 選定された設計施⼯者との契約⾦額は予
定額を下回っており、基本設計段階から
のコスト削減が実現


 コスト


• 設計施⼯者の⼊札が「不調」にならず、
契約⼿続きの遅れによる⼯期延⻑は回避


• 選定された設計施⼯者の提案により、竣
⼯時期がH30年3⽉末からH29年12⽉末に
約３ヵ⽉短縮


• 設計施⼯者の⼊札が「不調」にならず、
契約⼿続きの遅れによる⼯期延⻑は回避


• 選定された設計施⼯者の提案により、竣
⼯時期がH30年3⽉末からH29年12⽉末に
約３ヵ⽉短縮


 スケジュール
• 設計施⼯⼀括発注⽅式で設計施⼯者を選定
する際、⼊札不調等で⼯期が⼤幅に遅延す
ることを防⽌


• 設計施⼯⼀括発注⽅式における設計施⼯者
特有 技術 採⽤ よ 期 短縮


• 要求⽔準書など設計施⼯者選定のための各種資料
作成、選定⽅法の提案


• 設計施⼯者による⼯期短縮の提案の技術的評価
• 設計から⼯事段階における⼯程管理


• 設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤により想定されるコ
スト削減効果の検討を依頼


• 設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤により想定されるコ
スト削減効果の検討を依頼


 その他
• CMRから設計施⼯⼀括発注⽅式と分割⽅
式の対⽐結果を受領


• CMRから設計施⼯⼀括発注⽅式と分割⽅
式の対⽐結果を受領


特有の技術の採⽤による⼯期の短縮


• 設計施⼯⼀括発注⽅式のコスト削減効果の計
量化


【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉


検討段階１．検討段階
• 県の財政が厳しい中、「緊急財政対策」として県の全ての業務を⾒直す中で、公共⼯事においても「コスト縮減」と「⼯期短縮」が求められ、⼀つの公共⼯事を例とし
て設計施⼯⼀括発注⽅式の試⾏を決定。


• これまでの営繕⼯事では１回も実施したことのない設計施⼯⼀括発注⽅式なので、経験のあるCMRに技術的な⽀援を委託することを決定。


CM⽅式活⽤ステージ
２．選定審査段階
• CMRの選定は、参加資格を「ある程度の⼤規模公共⼯事でのCM業務の経験を持つ業者」に絞り、⼀般競争⼊札 CM⽅式活⽤ステージ


事業計
画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


で価格のみを評価。第1期契約については応募があった３社からCMRを選定。
• 第2期も⼊札予定であったが、他に応募者がいなかったため継続の随意契約。
３．積算及び契約段階
• 契約⾦額は、選定⽅法が⼊札であったことから、CMRからの提案された⾦額をベースに協議をして決定。
• CM契約は、平成26年度の要求⽔準書作成を含む「調査業務」と翌平成27年度から平成29年度の⼯事 終了まで
継続する「発注⽀援・監修業務」の２つに分離。


・契約期間：第1段階 平成26年11⽉から平成27年3⽉
第2段階 平成27年6⽉から平成30年3⽉(⼯事完了まで)







補⾜：本事例におけるCMRの業務内容


調査業務契約でのCMRの業務内容 発注⽀援 監修業務契約でのCMRの業務内容(2/2)調査業務契約でのCMRの業務内容


ア 設計要件の整理及びプランニングの検討
イ 事業費⽤の算出業務
ウ 要求⽔準書作成


設計施⼯⼀括発注⽅式のための要求⽔準書の作成
事業実施 係 ク 洗 出 ク分担表 作成


発注⽀援・監修業務契約でのCMRの業務内容(2/2)


実施設計監修業務
ア 実施設計スケジュールの確認
イ 実施設計⽅針の確定⽀援
ウ 実施設計内容における要求⽔準等との整合性検証


事業実施に係るリスクの洗い出しと、リスク分担表の作成
エ 総合評価における評価基準等の作成
オ 契約書（案）の作成
カ CASBEE評価内容の検討
キ 概略⼯事⼯程表の作成
ク 設計施⼯⼀括発注業務で想定される削減効果の検討


ウ 実施 計 け 準等 性検
エ 実施設計内容における基本設計の反映確認
オ 実施設計図書の検収⽀援
カ 技術提案の評価・採否の決定⽀援
キ 要求⽔準等変更項⽬の確認
ク 実施設計における⼯事費変動状況の確認と調整
ケ 許認可申請・届出に係る⼿続き⽅針の確認ク 設計施⼯ 括発注業務で想定される削減効果の検討


出典）調査業務委託特記仕様書 神奈川県 から抜粋


ケ 許認可申請・届出に係る⼿続き⽅針の確認
コ ⼯事費内訳書の確認
サ 建設スケジュールの確認


建設監修業務
ア 建設スケジュール・進捗の確認


発注⽀援・監修業務契約でのCMRの業務内容(1/2)


発注⽀援業務
ア 要求⽔準等のチェック⽅法の提案
イ 総合評価の技術提案書における要求⽔準等との整合性確認


イ 施⼯⽅針・施⼯計画書の確認
ウ ⼯事監理⽅針の確認
エ ⼯事内容における要求⽔準等との整合性検証
オ 材料の検査⽀援
カ ⼯事施⼯の⽴合
キ ⼯事品質の確認


ウ その他の総合評価における技術提案の評価⽀援
エ 契約締結に係る⽀援


基本設計監修業務
ア 基本設計スケジュールの確認
イ 基本設計⽅針の確定⽀援


キ ⼯事品質の確認
ク 検査⽀援（部分払出来⾼、検査及び完了検査）
ケ 要求⽔準等変更項⽬の確認
コ ⼯事における⼯事費変動状況の確認と調整


出典）発注⽀援 監修業務委託仕様書 神奈川県 から抜粋イ 基本設計⽅針の確定⽀援
ウ 基本設計内容における要求⽔準等との整合性検証
エ 基本設計内容における調査設計の反映確認
オ 基本設計図書の検収⽀援
カ 技術提案の評価・採否の決定⽀援
キ 要求⽔準等変更項⽬の確認
ク 基本設計における⼯事費変動状況の確認と調整


出典）発注⽀援・監修業務委託仕様書 神奈川県 から抜粋


ク 基本設計における⼯事費変動状況の確認と調整
ケ 許認可申請・届出に係る⼿続き⽅針の確認
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ＣＭ方式の活用事例（長崎県庁舎等整備事業）


事業概要


現庁舎の⽼朽化 狭隘な使⽤空間 県庁機能の
事業名 ⻑崎県庁舎等整備事業
事業区分 庁舎建築事業


事業主体：⻑崎県


現庁舎の⽼朽化、狭隘な使⽤空間、県庁機能の
⽴地の分散等による課題への対応に加え、防災
拠点施設としての耐震性能の確保を⽬的として、
漁港関連施設などの建設と同時期に同⼀敷地内
において実施している県庁舎新築事業


事業区分 庁舎建築事業


事業規模（事業費） 423億円（設計・⼯事費のみで366億円）
（漁港関連施設事業を除く）


発注⽅式 設計施⼯分離⽅式


事業内容
（⾯積等）


⾏政棟：延べ床⾯積 46,565㎡ 地上8階 RC造
議会棟：延べ床⾯積 6,699㎡ 地上5階,塔屋1階 RC造
駐⾞棟：延べ床⾯積 11,639㎡ 地上3階 RC造


㎡ （ ）


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
◎狭隘な敷地内で同時進⾏する複数事業間の円滑な施⼯調整


警察棟：延べ床⾯積 21,734㎡ 地上8階 RC造（⼀部S造）


【複数⼯事間の調整】【複数⼯事間の調整】
三辺が海岸というアクセスに制限がある狭隘な
⻑崎⿂市場跡地において、県庁舎関係の4棟（⾏
政棟、議会棟、駐⾞場棟、警察本部庁舎）と漁
港関連施設の⼯事が同時並⾏で進んでおり、現
場での⼯事が錯綜しないように⼯事間調整が必


各⼯事会社から提出される「週間・⽉間⼯程
表」を集約し、問題点を集約、解決策を「⼯
事ステップ図」としてまとめ、⼯事間調整会
議で共有・合意することで円滑に⼯事が進捗
中


発注者


CMR⼯事間調整会議


⼯事間調整に関する
提案、資料作成各種
協議、報告


会議参加


各種協議、
報告


他事業体


⼯事進捗報告
予定報告


調整、
検査


協議、調整、報告等


要


【完成後の移転も含めた全体⼯事⼯程の調整】
県庁舎の移転は庁舎建設が完了しただけでは⼗
分ではなく、移転中の業務継続、業務開始まで
の円滑な移転も含めた対応が必要


建築⼯事とは別に、移転計画を担当する別の
CMRが「移転に関するチェックリスト」「移
転スケジュール案」等を作成（現在業務実施


他事業体
の施⼯者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


･･･


⾏政棟
施⼯者
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確認


専
⾨
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者
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⾨
業
者


専
⾨
業
者


施⼯者


･･･


設計・監理者


品質確認


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


施⼯者


･･･


設計・監理者


⾏政棟・議会棟 駐⾞場棟 警察本部庁舎


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


議会棟
施⼯者


･･･


設計・監理者
品質
確認品質


確認 品質確認


 業務実施体制への取組


【⼯事間調整ノウハウの蓄積】
本事例のような⼤規模かつ⼯事間調整等が必要
な事業が将来発⽣した場合に 発注者として円


現在事業実施中であり、事業の進捗に合わせ
た⼯事間調整の作業履歴が把握できる記録を
CMRが作成中


の円滑な移転も含めた対応が必要 中）


• CMRは複数の⼤規模⼯事を同時期に調整して実⾏する
ための⼯事間調整⽀援に限定。


• CMRは⽉1回開催される「⼯事間調整会議」において
「ステップ図」により調整が必要なポイントを指摘、
発注者 各施⼯者と共に調整⽅法を検討


：契約関係 ：情報の流れ


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


な事業が将来発⽣した場合に、発注者として円
滑な事業実施ができるように、⼯事間調整等の
ノウハウが必要


⼯事間調整のための定型フォーマットなど必
要な書式をはじめとしたツールをCMRが作成
中


発注者、各施⼯者と共に調整⽅法を検討。
• 調整会議で解決できない課題は、CMRは社内バック
アップ体制も含めて発注者と解決⽅法を検討した上で、
後⽇施⼯者に提⽰。


CM業務契約⽅式
・発注⽅式：総合評価落札⽅式
・CMR：⽇建設計ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・


ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
・契約⾦額：35,990千円


CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


・期間：平成27年2⽉から平成29年9⽉


• 経験のない複数⼯事が同時進⾏する⼯事間調整など、発注者としての懸念事項に対して
事前に対応する⽀援者としてCMRの活⽤が有効。


• VE提案による全体コストの圧縮を期待する場合は、計画や設計段階でのCM⽅式導⼊が
有効。







【詳細】事業概要


現在の県庁舎、警察本部庁舎は、⽼朽化、狭隘化が進み、またスペース不⾜から多くの賃借スペースを使⽤
物理的 分散化 ど 題があ た 加 県庁舎 災害発⽣時 防災拠点 役割を果して物理的に分散化しているなどの問題があった。加えて県庁舎は災害発⽣時には防災拠点としての役割を果


たす必要があり、耐震性の確保やヘリポートの設置などの機能整備にも課題があった。
本事業は、これらの課題に対応するため、⻑崎駅隣接地に新県庁舎を建設する事業であり、同⼀敷地内に建


設される漁港関連施設関連を含む多数の⼯事が同時進⾏する事業である。


工事区分 工事スケジュール


出典）新県庁舎建設
⼯事の概要


建物概要


⼯事の概要


出典） 新県庁舎整備に係る建設⼯事の発注について 平成27年10⽉


完成イメージ


出典）新⻑崎県庁舎（⾏政・議会・駐⾞場棟)実施設計の概要 ⻑崎県HPより


築 総事


出典）新県庁舎建設⼯事の概要
出典）新県庁舎建設


⼯事の概要


■建築計画概要
・計画地 ：⻑崎県⻑崎市尾上町内
・敷地⾯積：30,182㎡（防災緑地を除く）


■総事業費
・事業費
・財源


：423億円
：423億円


■⼯事の完成時期
・平成29年9⽉（予定）


＜財源の内訳＞
・基⾦
・補助⾦
・地⽅債


：372億円
： 44億円
： 7億円







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果
⽬標・課題 CMRの役割 成 果


 品質 品質
• 複数の棟の⼯事が限定された敷地内で施⼯
されるため、施⼯性の低下など⼯事期間の
制約による品質低下を排除することが必要


• 施⼯の専⾨家であるCMRの⽀援により、⼯事を
円滑に進めるための調整事項を、⼯事間調整会議
の場で協議


• 現状では円滑な⼯事間調整ができており、
品質低下を誘引するような事象は発⽣せ
ずに⼯事を実施中


• 分割発注した⼯事間の調整不⾜による⼯程
遅延と、それにともなうコスト増加の回避


• ⼯事間での相互融通や共有による無駄なコ
ストの削減


• 分割発注した⼯事間の調整不⾜による⼯程
遅延と、それにともなうコスト増加の回避


• ⼯事間での相互融通や共有による無駄なコ
ストの削減


• 関係する各⼯事の週間・⽉間⼯程計画を施⼯図⾯
に集約したステップ図を作成


• 各⼯事の輻輳状況を収集・整理し⼯事間調整によ
る遅延の防⽌、⼯事間の仮設ヤードの相互融通な
どを提案


• 関係する各⼯事の週間・⽉間⼯程計画を施⼯図⾯
に集約したステップ図を作成


• 各⼯事の輻輳状況を収集・整理し⼯事間調整によ
る遅延の防⽌、⼯事間の仮設ヤードの相互融通な
どを提案


• ⼯事間調整を個別施⼯者ごとに⾏う⼿間
や調整不⾜の状況が回避され、円滑な⼯
事間調整が実現


• これらの円滑な⼯事間調整によりコスト
の削減が期待される


• ⼯事間調整を個別施⼯者ごとに⾏う⼿間
や調整不⾜の状況が回避され、円滑な⼯
事間調整が実現


• これらの円滑な⼯事間調整によりコスト
の削減が期待される


 コスト


ストの削減ストの削減 どを提案どを提案 の削減が期待されるの削減が期待される


• ステップ図という分かりやすい⽅法で調
整の必要性を指摘、現段階（平成28年2


• ステップ図という分かりやすい⽅法で調
整の必要性を指摘、現段階（平成28年2


 スケジュール
• ⾏政棟、議会棟、警察本部庁舎、駐⾞場棟の
4⼯事は別々の発注となる 更に同じ敷地内


• 各⼯事会社からの⼯程表を確認、全ての⼯事を含
めた⼯程表を作成、調整が必要な項⽬を抽出


⽉）までは調整がうまく進み、現場での
⼯事会社間のバッティングや、それに伴
う⼯期の遅れなどは現時点で発⽣してい
ない


⽉）までは調整がうまく進み、現場での
⼯事会社間のバッティングや、それに伴
う⼯期の遅れなどは現時点で発⽣してい
ない


4⼯事は別々の発注となる。更に同じ敷地内
での漁業関連施設の⼯事が同時進⾏する事業
であり、円滑な事業実施には⼯事間調整が必
要


• ステップ図という形で調整が必要な項⽬をビジュ
アルで表現


• ⼯事間調整会議で調整が必要な項⽬を説明、発注
者、施⼯者と共に解決⽅法を共有化


【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
事業 当初段階 ⼤型 事 ネジメント研究会を設置し 事 発注⽅式を検討 委員会 委員 あ た⼤学教授から設計や施 段階にお CM⽅式を導⼊し• 事業の当初段階で、⼤型⼯事マネジメント研究会を設置して、⼯事の発注⽅式を検討。委員会の委員であった⼤学教授から設計や施⼯の段階においてCM⽅式を導⼊し、
⼯事のマネジメントを⾏う者を配置することが必要との意⾒が出された。


• ⾏政棟・議会棟・警察本部庁舎、駐⾞場棟の各々の棟内の⼯事調整は⼯事監理者が⾏うが、棟間の⼯事調整や全体にわたる調整事項は発注者が実施せざるを得ない。さ
らに、漁港関連施設との⼯事調整を⾏う必要があり、CMRの⽀援が必要であると判断した。
２．選定審査段階
• 選定⽅法は、総合評価型落札⽅式を採⽤。
• ⼊札参加者を増やすために CM協会のホ ムペ ジにも⼊札公告の情報を掲載


CM⽅式活⽤ステージ
事業 基本 実施 施⼯ 管理• ⼊札参加者を増やすために、CM協会のホームページにも⼊札公告の情報を掲載。


３．積算及び契約段階
• 積算段階の参考⾒積において、業務項⽬ごとに⼈⼯と単価を設定することを求めた。


計画 設計 設計 施⼯ 管理


・期間：平成27年2⽉から平成29年9⽉







補⾜：本事例における⼯事間調整を実施する際⽤いたステップ図（例）


出典）⻑崎県庁舎⾏政棟・議会棟・警察本部庁舎・橋梁（A)新築⼯事 2⽉度の作業予定・・・敷地全体 STEP図







補⾜：本事例における全体スケジュールとCM業務の位置付け


全体スケジュールは以下の通りで、一番下にCM業務が示されている。また別途発注した移転プロジェクトマネジメント業務も既に実施されている。全体スケジュ ルは以下の通りで、 番下にCM業務が示されている。また別途発注した移転プロジェクトマネジメント業務も既に実施されている。


5
出典）新庁舎整備の全体スケジュール（含む計画） ※H27.9現在







補⾜：本事例におけるCM業務仕様書の内容


CM業務の内容は以下の通りCM業務の内容は以下の通り


（１）県庁舎の各棟間及び漁港施設工事との調整支援業務


県庁舎の各棟（行政棟、議会棟、駐車場棟、警察本部庁舎）の工事及び隣接して行われる漁港施設の各工事において、工事の進捗に応じて発生
する工事間の調整事項を抽出し、その対応の方向性について提案を行う。


（２）移転、維持管理、情報通信関連業務のについて、県が行う進捗管理・調整の支援を行う。
移転、維持管理、情報通信関連業務の進捗管理・調整支援及び、建物の工事工程との調整支援。


（３）工事間調整支援業務の実施過程の記録と報告
工事間調整支援業務の実施過程を記録し その成果を県の他の業務などの参考とするため 関係課の職員などを対象とした報告会を開催する。工事間調整支援業務の実施過程を記録し、その成果を県の他の業務などの参考とするため、関係課の職員などを対象とした報告会を開催する。
報告会は中間２回、最終１回


（４）県庁舎建設に係るプロジェクトマネジメント記録支援


県庁舎建設にあたり、県が行ったプロジェクトマネジメントの内容について、他のプロジェクトの参考とし活用できるよう、系統的に記録・整理を行う
業務の支援を行う。（委託業務の内容や成果物、県が作成した資料や成果物などについて整理を行う。業務の支援を行う。（委託業務の内容や成果物、県が作成した資料や成果物などに いて整理を行う。


調査・打合せ等


（１） 場所： 調査・打合せなどは長崎市内で行う。


（２） 回数：調査・打合せなどの階数は４８回を標準とする。通常は１回/月とし、繁忙期は２回/月程度とする。


出典）⻑崎県庁舎建設に係る⼯事間調整⽀援業務仕様書
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補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合


CMRによる CMRによる
契約に含まれた内容 CMRに委託した


CMRにアドバイス
契約に含まれた内容 CMRに委託した


CMRにアドバイス
⽀援（協働） ⽀援（協働）


事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出


契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた


内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請


CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席


事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理
その他（             ） ⼯事実施の管理
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）


CMRによる ⼯事費の管理CMRにアドバイス


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


CMRによる ⼯事費の管理
⽀援（協働） 設計変更への対応


設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 その他（⼯事間調整） ○
⼯事発注⽅法、区分の検討 その他（⼯事間調整⽀援業務の記録） ○
基本設計の内容確定 その他（プロジェクトマネジメントの記録） ○


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


概算⼯事費の検討
内部会議への出席 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
外部関連会議への出席 CMRによる
その他（             ） ⽀援（協働）
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業務内容の決定


CMRによる 適切な維持管理費の算定
⽀援（協働） 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


設計スケジュールの管理 維持管理業者の選定
⼯事発注⽅法・区分の確定 維持管理業者との契約
施⼯業者選定⽅式の検討 維持管理業者の業務チェック
施⼯会社の選定 竣⼯検査、引渡し
施⼯会社との契約 内部会議への出席
実施設計の内容確定 外部関連会議への出席
概算⼯事費の算出 その他（             ）
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近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）





kubota-k2v2
ファイル添付




ＣＭ方式の活用事例（横浜市 新市庁舎整備事業）


事業概要


現市役所の⽼朽化対策に加え 市役所機能が⺠間
事業名 横浜市新市庁舎整備事業


事業主体：神奈川県横浜市
現市役所の⽼朽化対策に加え、市役所機能が⺠間
ビルなどに分散配置されていることに伴う市⺠
サービス・業務効率の低下、多⼤な賃借料負担の
是正、災害対策機能の強化などを⽬的に、新庁舎
を超⾼層ビルとして整備する庁舎新築事業


事業区分 庁舎建築事業
事業規模（事業費） 約719億円（予定価格）


発注⽅式 設計施⼯⼀括⽅式


事業規模
（⾯積等）


延べ床⾯積 約140,500㎡ 地上32階地下2階
S造（⼀部RC造）


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
◎経験のない⼤規模建築事業を設計施⼯⼀括発注⽅式で進める際の適切な品質管理


【庁舎・商⽤の複合⽤途の設計計画の調整】
庁舎機能や商業施設、特殊設備等の多様な設
計ノウハウと調整能⼒を備えた全体マネジメ
ントが必要


【発注者が求める要求⽔準の確保】


要望事項の調整にかかる遅延リスクを回避するた
め、関係部局の⽀援も受けながら複数の会議体を
運営し、予定期間内での情報集約が実現


動線計画 必要機能 環境配慮 周辺景観との調


発注者
各種協議、
報告


業務実施 組
【標準積算にないコストの妥当性評価】


【発注者が求める要求⽔準の確保】
性能発注により設計施⼯者を選定するため、
発注者が求める性能や仕様を担保する⼯夫が
必要


動線計画・必要機能・環境配慮・周辺景観との調
和や商業施設を含めたにぎわい空間等の関連要素
を、設計要件と標準建築計画図に整理し、発注者
が求める性能を確保


設計要件と標準建築計画図を根拠に要求⽔準書や


CMR
基本計画


：契約関係 ：情報の流れ


 業務実施体制への取組
• CM導⼊当初の発注者体制は、⼟⽊1名、建築4名、事
務3名の8⼈体制であったが、事業進捗にあわせて増員
し、現在は⼟⽊3名、建築6名、事務6名、電気2名、
機械3名の20名まで拡充（平成28年1⽉時点）。


• 関係者間の情報交換と課題共有のため、庁内他課から
も適宜⽀援を受けながら定例を週１回実施。


設計施⼯⼀括発注時の⾒積条件の認識違いや、
設定漏れによる増額リスクを回避する⼯夫が
必要


【設計施⼯⼀括発注先の適切な評価】


設計要件と標準建築計画図を根拠に要求⽔準書や
概算⼯事費、⼯事⼯程表を作成し、要求仕様と建
設コスト・⼯期の妥当性を確保


建設市場動向を踏まえながら、資格審査や評価⽅
法・役割分担や責任区分を整理し 技術⼒・品


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


施 者 技 施 が有効 が


も適宜⽀援を受けながら定例を週１回実施。
• 基本実施設計〜施⼯段階では、第三者的な⽴場で要求
⽔準内容の履⾏チェックをCMRに委託予定。


設計施⼯者選定の公平性を担保しながら、予
算内で最良の提案を求める事が必要


法 役割分担や責任区分を整理し、技術⼒ 品
質・コストの視点から最適な設計施⼯者選定を実
現


CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画


基本
計画


基本
実施
設計


施⼯ 管理
•発注⽅式：公募型プロポーザル
•CMR：㈱⼭下ﾋﾟｰ･ｴﾑ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ


/㈱⼭下設計共同体
•契約⾦額：合計 167,966千円


・期間：平成26年7⽉から平成28年2⽉まで（年度毎の契約）
平成28年3⽉から平成32年3⽉まで（⼀括契約を予定）


• 施⼯者の技術やノウハウを最⼤限に活⽤するためには設計施⼯⼀括⽅式が有効であるが、
発注者が求める品質に対し第三者的な⽴場で事業全体をコントロールできるCMRが必
要。


• CM委託の際は、事業が抱える課題を精査しニーズに応じた委託内容とすることが重要。
• CMRとの役割分担については認識のズレが⽣じる恐れがあるため、発注仕様書の中で
明らかにしておくことが重要。







【詳細】事業概要
現在の横浜市庁舎は築50年以上を経過しており、施設や設備が⽼朽化している。また業務量の増加に伴う現


市庁舎の執務スペ ス不⾜により 約20の⺠間ビル 市所有施設に市役所機能を分散させているため 業務の市庁舎の執務スペース不⾜により、約20の⺠間ビル・市所有施設に市役所機能を分散させているため、業務の
⾮効率化や財政的な負担（年間20億円の賃借料）などの課題が⽣じている。
本事業は、「新市庁舎整備基本構想」や「新市庁舎基本計画」に基づき、分散している市役所機能の集約に


よる業務の効率化、市⺠サービスの向上を図ることを⽬的として、⾼い耐震性、環境未来都市にふさわしい先
進的な環境性能等を備えた超⾼層建築物として新市庁舎を建設する事業である進的な環境性能等を備えた超⾼層建築物として新市庁舎を建設する事業である。


出典）新市庁舎整備基本計画概要版







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果


がが • 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤• 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤ 品質
⽬標・課題 CMRの役割 期待される成果


• 発注者の要求性能を確実に反映した、発注
仕様書と品質管理⼿法が必要


• 発注者の要求性能を確実に反映した、発注
仕様書と品質管理⼿法が必要


• 豊富な専⾨知識により、発注者が求める品質を設
計要件と標準建築計画図として整理


• 要求事項を確実に実現させるため、設計・施⼯条
件を整理した「要求⽔準書」を作成


• 豊富な専⾨知識により、発注者が求める品質を設
計要件と標準建築計画図として整理


• 要求事項を確実に実現させるため、設計・施⼯条
件を整理した「要求⽔準書」を作成


• 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤
し、発注性能の確保を実現


• 設計と施⼯時の各段階で要求⽔準を
チェックリストで確認する事で、発注仕
様の確実な履⾏を実現


• 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤
し、発注性能の確保を実現


• 設計と施⼯時の各段階で要求⽔準を
チェックリストで確認する事で、発注仕
様の確実な履⾏を実現


 品質


• 資材価格や⼈件費の変動による事業費増⼤
リスクへの対応


• 資材価格や⼈件費の変動による事業費増⼤
リスクへの対応


• 要求⽔準書および建築計画図に基づき、積み上げ
⽅式により⼯事予定価格を算出


• 設計施⼯⼀括発注時に、提案内容の妥当性の確認
をCMRが⽀援


• 要求⽔準書および建築計画図に基づき、積み上げ
⽅式により⼯事予定価格を算出


• 設計施⼯⼀括発注時に、提案内容の妥当性の確認
をCMRが⽀援


• 市場価格を考慮した妥当性のある予算書
の作成により、円滑な議会承認が実現


• ⾒積条件の認識違いや設定漏れによる増
額リスクを回避


• 市場価格を考慮した妥当性のある予算書
の作成により、円滑な議会承認が実現


• ⾒積条件の認識違いや設定漏れによる増
額リスクを回避


 コスト


• 輻輳する各種⼯事において、当初⽬標と
した⼯程どおり事業が進捗


• 輻輳する各種⼯事において、当初⽬標と
した⼯程どおり事業が進捗


 スケジュール
• 現庁舎での賃借料負担の軽減に向けた新庁舎
の早期整備が課題


• 全体スケジュール、⼯事⼯程案の作成、施⼯計画
の概略検討、本体⼯事と別途発注⼯事間の調整を
実施


• 過去の経験やノウハウからリスク管理を⾏い、複
数の会議体と運営⽀援を実施


• 過去の経験やノウハウからリスク管理を⾏い、複
数の会議体と運営⽀援を実施


 その他
• 情報の⼀元管理により円滑に事業推進が
実現した結果、⼿戻り作業の発⽣を回避


• 情報の⼀元管理により円滑に事業推進が
実現した結果、⼿戻り作業の発⽣を回避


• 低層部の商業施設や特殊設備⼯事等の複合要
素を網羅した全体マネジメントが必要


【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉〈C ⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
• 従来型の設計施⼯分離⽅式やPFI⽅式等も検討したが、施⼯者が持つ超⾼層の特殊技術の活⽤が期待できることや事業費圧縮と⼯期短縮の観点から、設計施⼯⼀括⽅式の
採⽤を決定。


• 発注者が求める品質管理の技術的⽀援を⽬的として、CMRの導⼊を検討。
２．選定審査段階
• 委託業務の概算業務価格の上限を公表しながら、事業全体スケジュール及び課題解決への最善の提案を公募型プロポーザルで求めCMRを選定。


CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画


基本
計画


基本
実施
設計


施⼯ 管理


３．積算及び契約段階
• CM委託費の積算は、設計業務等の技術者単価を基本に業務ごとの想定⼈⼯を積上げ、直接経費と間接費を加え
た⾦額として試算。


• CM契約は、設計施⼯者選定までは年度毎に随意契約、設計施⼯者選定以降は、事業完了まで（平成32年）の契
約として随意締結予定。 ・期間：平成26年7⽉から平成28年2⽉まで（年度毎の契約）


平成28年3⽉から平成32年3⽉まで（⼀括契約を予定）







CMRへの提案依頼内容 CMR公募への参加資格


補⾜：本事例におけるCMR公募内容


CMR選定における評価基準


総合評価プロポーザル⽅式でのCMR選定


設計・施⼯⼀括⽅式での業者選定の公平性を担保しながら、
予算の範囲内で最善の提案を求める


出典：
横浜市新市庁舎整備に伴う事業
準備⽀援業務委託に関するプロ
ポーザル募集要項 他
横浜市提供資料







CMRに依頼した業務内容CMR選定スケジュール（平成26年度）


補⾜：本事例におけるCMR選定スケジュール及びCMR業務内容


【平成26年度】


【平成27年度】


出典：横浜市新市庁舎整備に伴う事業準備⽀援業務委託特記仕様書他 横浜市提供資料







補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合


CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）


CMRにアドバイス
を求めた


CMRに委託したCMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容
CMRにアドバイス


を求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）
事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議 出席 近隣折衝 実施


を求めたを求めた


外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請


CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席


事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定 ○
設計者の選定 ○ ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ○ ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ○ ⼯事スケジュールの管理
その他（設計施⼯⼀括⽅式発注の要求⽔準書作成 ） ○ ⼯事実施の管理
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）


CMRによる ⼯事費の管理
⽀援（協働） 設計変更への対応


設計スケジ ルの管理 竣⼯検査 引渡し


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた
設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席
許認可事項の検討 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 その他（              ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定
概算⼯事費の検討
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）
④    実施設計段階でCM契約をした場合


CMRによる
⽀援（協働）


設計スケジュールの管理 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
⼯事発注⽅法・区分の確定 CMRによる
施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）
施⼯会社の選定 維持管理業務内容の決定
施⼯会社との契約 適切な維持管理費の算定
実施設計の内容確定 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）
概算⼯事費の算出 維持管理業者の選定
近隣折衝の実施 維持管理業者との契約
許認可事項の申請 維持管理業者の業務チェック
VE提案・決定 竣⼯検査、引渡し


を求めた


注１）厳密には基本計画段階と基本設計段階の中間的時期にCM業務を実施している。
注２）平成26、27年度に実施した設計施⼯者選定までの業務内容について記載している。


内部会議への出席 内部会議への出席
外部関連会議への出席 外部関連会議への出席
その他（               ） その他（             ）
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